




A History of Strategies Used to Help Young Adults Achieve Independence 
After Aging Out of Child Care Institutions （2）






































































































※通知は 2000 年以前は「厚生省雇用均等・児童家庭局長」、2001 年以降は「厚生労働省雇用均等・児童家庭局長」
による































児童数」を 1998 年と 2013 年で比較してみると、
1997 年 で は、0 ～ 5 歳 55.3%、6 ～ 11 歳
31.2%、12 歳以上 11.2% だったものが、2013 年
では 0 ～ 5 歳 52.9% と減っているのに対し、6















1998 年 26.9% 55.0%
2003 年 32.8% 56.5%
2008 年 35.4% 55.1%
















































施設児童 一般家庭児童 施設児童 一般家庭児童
1961 年 10.3% 62.3% 89.7% 35.7%
1969 年 23.3% 79.4% 76.7% 18.7%
1974 年 41.3% 90.8% 58.7% 7.7%
1979 年 48.1% 94.0% 51.9% 4.0%
1981 年 48.0% 94.3% 40.5% 3.9%
1983 年 51.2% 94.0% 37.4% 3.9%
1985 年 52.0% 94.1% 35.9% 3.7%
1987 年 54.4% 94.3% 32.4% 3.1%
1989 年 58.5% 94.7% 37.3% 2.9%
1991 年 64.7% 95.4% 35.2% 2.6%
1993 年 65.7% 96.2% 29.7% 2.0%
1995 年 69.6% 96.7% 23.4% 1.5%
1997 年 77.5% 96.8% 17.1% 1.4%
1999 年 78.6% 96.9% 14.3% 1.1%
2001 年 82.3% 96.9% 14.1% 1.0%
2003 年 80.2% 97.3% 13.5% 0.8%
2005 年 87.7% 97.6% 9.3% 0.7%
2007 年 95.3% 97.7% 3.9% 0.7%
2009 年 95.7% 97.9% 3.1% 0.5%
2011 年 96.2% 98.2% 3.0% 0.4%
2013 年 96.6% 98.4% 2.1% 0.4%
出典：1961 ～ 1987 年＝グッドマン（＝ 2006：230）「日本の児童養護－児童養護学への招待－」明石書店
1989 年～施設児童 =全国児童養護施設協議会「児童養護施設入所児童の進路に関する調査」
一般家庭児童＝文部科学省「学校基本調査」




























































2005 年 2013 年
児童養護施設 全高卒者 児童養護施設 全高卒者
大学等 8.5% 47.3% 12.3% 53.2%
専修学校等 11.3% 19.0% 10.3% 23.7%
就職 69.9% 17.3% 69.8% 16.9%

















































































内容は様々で、ほとんどの機関が職員 1 ～ 2 人
と運営面での課題を抱えている（高橋、2016）
ことが多く、全ての退所者に一般化された支援


































































































































































































































































































































― 52 ― ― 53 ―
11）東京都福祉保健局（2011）が行った自己記
入式の調査では、東京都所管の児童養護施


































































月 1 日現在） 」『子どもと福祉』6,42―47,
明石書店
渡井隆之（2014）「当事者の立場から （シンポ
ジウム メディアと虐待（前編）『明日 , マ
マがいない』が投げかけたもの）」子ども
の虐待とネグレクト 16（2）, 176―178

